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連結子会社のサービス終了及び中期経営計画の取り下げに関するお知らせ 

 

当社は、2024年２月 27日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社 paceboxが提供するオ

ファー型転職サービス「PaceBox」を終了することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

また、2023 年５月 15 日に公表しました中期経営計画（2024 年３月期～2026 年３月期）を取り下げる

ことといたしましたので併せてお知らせいたします。 

 

 

Ⅰ．連結子会社のサービス終了について 

１． サービス終了の概要 

連結子会社である株式会社 pacebox は、2022 年４月１日に設立後、同年８月にオファー型転職サ

ービス「PaceBox」をリリースし、中途採用市場における求職者と企業とをつなげるマッチングプ

ラットフォームの運営を中心に事業を行ってまいりました。 

しかしながら、当初想定していたマッチングを創出できず業績は低迷しております。サービスの

改善等に取り組んでまいりましたが、収益化の目途が立たない状況にあるため、中途事業の見直し

の一環として、当該サービスの終了を決定いたしました。 

 

２． 子会社の概要 

（１）名称 株式会社 pacebox 

（２）所在地 大阪府大阪市淀川区西中島五丁目 11 番８号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 中野 智哉 

（４）事業内容 中途採用サービス「PaceBox」の企画・開発・運営 

（５）資本金 10 百万円 

（６）設立年月日 2022 年４月１日 

（７）大株主及び持株比率 株式会社 i-plug 100％ 

（８）従業員数 
28 名 

（2023 年 12 月末時点、グループ内からの出向受入を含む。） 

（９）上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 当社が 100％出資する、当社の子会社であります。 

人的関係 
当該会社の取締役２名は、当社取締役が兼任しており

ます。また、当社従業員が７名出向しております。 

取引関係 

当社は、当該会社の経営管理業務の委託契約を締結す

るとともに、当社と当該会社との間で資金の貸借取引

を行っております。 

（10）当該会社の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年３月期（通期） 2024 年３月期（第３四半期） 

  純資産 △551 百万円 △953 百万円 

  総資産 71 百万円 97 百万円 

売上高 9 百万円 19 百万円 

  営業損失 △560 百万円 △398 百万円 

  経常損失 △561 百万円 △401 百万円 

 



３．今後の見通し 

2024 年６月 28 日をもって、オファー型転職サービス「PaceBox」を終了する予定です。 

サービス終了後の株式会社 pacebox の取扱いを含め、中途事業につきましては見直しに向けた検

討を進めてまいりますが、新たに開示すべき重要事実を決定した場合には、直ちに開示いたします。 

なお、本件による当期（2024 年３月期）連結業績への影響は軽微であると見込まれますが、詳細

については精査中であり、今後、業績に与える影響について公表すべき事項が生じた場合には、速

やかにお知らせいたします。 

 

 

Ⅱ．中期経営計画の取り下げについて 

１．中期経営計画取り下げの理由 

当社は、2022 年５月 13 日に 2025 年３月期を最終年度とする中期経営計画を公表しました。その

後、2023 年３月期の実績及び中途事業の進捗遅れを踏まえて計画を見直し、2023 年５月 15 日に中

期経営計画ローリングプラン 2023（2024 年３月期～2026 年３月期）を公表しました。 

しかしながら、中途事業の中核を担っておりましたオファー型転職サービス「PaceBox」の終了

にともない、中長期的な事業戦略の見直し及び業績への影響の精査が必要となるため、現行の中期

経営計画を取り下げることといたしました。 

なお、新たな中長期ビジョン及び事業戦略につきましては「事業計画及び成長可能性に関する事

項」において公表する予定です。 

 

２．今後の業績見通しの開示方針について 

当社グループの経営方針や財務状況等を株主、投資家の皆様に正しくご理解いただくための情報

開示のあり方として、単年度ごとの業績見通し及び中長期的な取り組みを適宜公表することといた

します。なお「事業計画及び成長可能性に関する事項」に関しましては、５月の開示を予定してお

ります。 

 

以 上 

 


